
令和５・６年度 交通安全施設入札参加資格申請要領 

第１ 対象業者 

令和 5・6 年度において、山梨県警察本部が発注する交通安全施設工事の指名競争入札に参加

を希望する者。 

 

１ 入札に参加する者に必要な資格 

令和 5・6 年度山梨県入札参加資格審査申請を行い、入札参加資格を取得した者又は取得見込み

の者で、次の要件を満たしている者。 

(1) 地方自治法施行令第 167 条の 4 第 1 項（同第 167 条の 11 第 1 項の規定により準用する場合

を含む。）の規定に該当しない者であること。 

(2) 地方自治法施行令第 167 条の 4 第 2 項（同第 167 条の 11 第 1 項の規定により準用する場合

を含む。）の規定により入札に参加させないこととされている者でないこと。 

(3) 入札参加を希望する業種に係る建設業法の規定による許可をうけていること。 

(4) 入札参加を希望する業種について、直近事業年度（審査基準日（令和 4 年 7 月 1 日）の属す

る事業年度の直前の事業年度をいう。以下同じ。）を対象とした建設業法の規定による経営事

項審査の申請がなされ、当該受付の日までに総合評定値（Ｐ）の通知を受けていること。 

(5) 直近事業年度の終了の日まで引き続き1年以上にわたり入札参加を希望する業種に係る許可

を受けて建設業を営んでいること。 

(6) 直近事業年度の終了の日から 36 月を遡った日の属する事業年度から直近の事業年度のいず

れかの事業年度において、入札参加を希望する業種に係る完成工事実績があること。なお、

実績については、「２工事等の内容」に掲げる施工実績又は同種の施工実績があること。（下

請工事実績を含む。） 

(7) 契約の履行に関して不誠実な行為をし、県の契約の相手方として不適当であると認められる

者ではないこと。 

(8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第 2 条第 6 号に

規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役員が暴力団員である

ものでないこと。 

 

２ 工事の内容 

工事の種類 工事内容 工 種 その他要件 

交通信号機工事 交通信号機の新設・改良・移設等

に係わる工事 

電気 ・自社施工が可能

なこと 

交通管制センター中央

装置工事 

交通管制センター中央装置に係

わる工事 

電気通信 

電気 

・自社施工が可能

なこと 



交通管制センター端末

機器工事 

道路交通情報提供装置設置・情報

収集提供装置・信号機集中制御化

等に係わる工事 

電気 ・自社施工が可能

なこと 

可変式・灯火式道路標識

工事 

灯火式道路標識・可変式道路標識

設置等に係わる工事 

電気 ・自社施工が可能

なこと 

道路標識工事 大型張出式道路標識・路側式道路

標識・自発光式道路標識設置等に

係わる工事 

とび・土木・

コンクリー

ト 

・自社施工が可能

なこと 

道路標示工事 横断歩道・図示・実線標示等に係

わる工事 

塗装 ・道路標示施工技

能士を有すること 

・自社施工が可能

なこと 

 

第２ 入札参加資格の有効期限 

令和 5 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの 2 年間 

 

第３ 受付期間及び場所 

  受付期間 

令和 5 年 3 月 3 日（金）～令和 5 年 3 月 10 日（金）必着 

受付場所 

 〒400-8586 山梨県甲府市丸の内 1-6-1 

  山梨県警察本部会計課営繕係（交通安全施設担当） あて 

 

第４ 申請方法 

受付期間中に下記の提出書類を郵送すること。（受付場所への持参も可） 

 

○ 提出書類 

・提出書類の大きさは、原則としてＡ４判とする。（証明書など他の官公庁等で様式が定められて 

いる場合は、その大きさのもので可。） 

・「令和 5・6 年度交通安全施設工事関係入札参加希望届」（様式 1）に下段の提出書類№2 から№

12 までを番号順に添付し、イエロー（黄色）のフラットファイルに綴じて提出すること。フラッ

トファイルの表紙と背表紙には、「令和 5・6 年度 入札参加資格申請書」、「建設業許可番号」

（例：大臣第 163 号）及び「業者名」を記入すること。 

・証明書、登記簿謄本は、申請日前 4 ヶ月以内の日付のものとすること。 



提 出 書 類 摘     要 

№1 交通安全施設工事関係入札参加希望届 ・様式 1 

№2 入札参加資格審査申請書（写） ・山梨県知事に提出した「令和 5・6 年度入札

参加資格審査申請書」、「同（その 2）」、「同

（その 3）」、「完成工事高」の写し。 

№3 総合評定値通知書（写） ・直近事業年度を対象としたもの。 

№4 建設業許可通知書（写） ・申請日に有効なもの。 

№5 商業登記簿謄本または身元（身分） 証

明書 

・写し（可） 

・法人－商業登記簿謄本（令和 4 年 12 月 1 日

以降に発行されたもの。） 

・個人－市町村が発行する身元(身分)証明書 

№6 役員名簿 ・様式 2 

№7 工事経歴書 ・様式 3 

・内容を満たしていれば任意の書式でも可。 

№8 IS09000s 登録証及び付属書（写） ・ISO9001 取得者のみ。 

・申請日に有効なもの。 

（公財）日本適合性認定協会（JAB）または

JAB と相互認証している機関に認定されて

いる審査登録機関の認証に限る。 

・登録範囲が申請する業種に係るものである

こと。 

№9 山梨県税納税証明書 ・写し（可） 

・山梨県内に本店・支店・営業所を有する者

のみ。 

・令和 4 年 12 月 1 日以降に発行された山梨県

の県税（個人県民税及び地方消費税を除

く）すべての税目に未納がないことの証明

書。 

№10 消費税の納税証明書 ・写し（可） 

・令和 4 年 12 月 1 日以降に発行された未納の

税額がないことの証明書。 

№11 誓約書 ・様式 4 

№12 入札参加資格審査受付票（写） ・山梨県県土整備部県土整備総務課から電子

メールにて送信される「令和 5・6 年度入札



参加資格審査受付票」の写し。 

 

５ 届出事項の変更 

入札参加資格の有効期間内（令和 5 年 4 月 1日から令和 7 年 3 月 31 日まで）に次の事項に変   

更があった場合は、山梨県知事あてに提出した「入札参加資格申請に係わる変更届」（写）に必 

要な書類を添えて、ただちに山梨県警察本部長あてに提出すること。 

変更事項 添付書類 

本社の商号及び所在地、資本金（法人のみ） ・法人－商業登記簿謄本（写し可） 

・個人－不要（申請届のみ） 

代表者（代表者職名、代表者指名） ・法人－商業登記簿謄本（写し可） 

・個人－不要（申請届のみ） 

許可登録情報（許可の更新） ・（新）（旧）建設業許可通知書（写） 

ISO9001 の取得、更新、喪失 ・ISO9001 登録証（写） 

上記以外の項目 ・山梨県知事あての「変更届」（写） 

 

６ 申請書配布場所及び問い合わせ先 

  山梨県警察本部 総務室会計課 営繕係 

  山梨県甲府市丸の内 1-6-1 山梨県警察本部（防災新館 6 階） 

  電話 055-221-0110（内線 2254） 

※ 山梨県警察ホームページから申請書様式をダウンロードすることもできます。 

 

７ その他 

  虚偽の記載等を行った場合には、指名競争入札参加資格を取り消すことがありますので注意 

 すること。  


